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役職名 氏名 田 村  秀 春 ＴＥＬ（０２２）２６７－１１１１

中間決算取締役会開催日    平成１８年１１月２４日 特定取引勘定設置の有無    無
米国会計基準採用の有無    無

１．１８年９月中間期の連結業績（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）
(1)連結経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
１８ (        4. 7 ) (   3. 9 ) (    2 4. 4 )
１７ (        1. 9 ) ( △  3 6. 9 ) ( △  3 8. 0 )
１８

円    銭 円    銭
１８ 0 9
１７ 1 2
１８ 6 4
(注)①持分法投資損益 １８年９月中間期 ― 百万円 １７年９月中間期 ― 百万円 １８年３月期 ― 百万円
    ②期中平均株式数（連結） １８年９月中間期  379,983,953株 １７年９月中間期  380,075,629株

１８年３月期      380,051,413株
    ③会計処理の方法の変更    無
    ④経常収益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円    銭 ％
１８ 9 5 9 3 2
１７ 9 2 0 0 4
１８ 9 4 5 8 0
(注)期末発行済株式数（連結） １８年９月中間期  379,957,610株 １７年９月中間期  380,056,584株

１８年３月期      380,003,135株

(注1)「自己資本比率」は、（中間期末純資産の部合計－中間期末少数株主持分）を中間期末資産の部の合計
     で除して算出しております。
(注2)「連結自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第14条の２の規定に基づき自己資本比率の基準を定め
     る件（平成５年大蔵省告示第55号）」に基づき算出しております。

(3)連結キャッシュ・フローの状況     

百万円 百万円 百万円 百万円
１８
１７
１８

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
     連結子会社数  ７社    持分法適用非連結子会社数  ０社    持分法適用関連会社数  ０社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
     連結（新規）    ０社  （除外）    ０社    持分法（新規）    ０社  （除外）    ０社

２．１９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

百万円 百万円 百万円

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  2 5円 0 0銭

 ※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、
  今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。

△   3 4, 0 2 5

2 4
1 2

△   1 1, 5 3 8

自己資本比率
(注1)

年９月中間期

１株当たり中間

年 ３ 月 期
 5 7, 5 7 5

（当期）純利益

年９月中間期
年９月中間期

純 資 産

5, 5 5 1, 9 3 5

総 資 産

5, 5 6 7, 5 8 1 3 7 2, 8 7 1
3 4 9, 6 6 5
3 5 9, 4 5 8

通 期 1 2 2, 0 0 0

年 ３ 月 期 △ 1 1 2, 2 4 3

経 常 収 益

△     2, 3 5 6

 9, 5 0 01 7, 0 0 0

当 期 純 利 益

1 4 8, 5 2 1

経 常 利 益

 6 0, 3 0 8

1 5

当たり中間（当期）純利益

潜 在 株 式 調 整 後 １ 株

  9, 2 4 8

上場会社名
コード番号

代 表 者 取 締 役 頭 取

年９月中間期

 6. 5

キャッシュ･フロー
財 務 活 動 に よ る営 業 活 動 に よ る

年９月中間期

キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー

年 ３ 月 期

中間（当期）純利益

 1 8, 0 6 5

  9, 6 0 7

1 2. 1 7

  5, 7 3 3
  4, 6 0 8

 6. 5 〔速報値〕

△     1, 1 7 1

1 1. 5 7 6. 3

1 0 1, 7 6 9

期 末 残 高
現金及び現金同等物

1 1. 8 3

1 1 5, 5 7 0
△     1, 1 8 5

問合せ先責任者

経 常 利 益

年９月中間期
年 ３ 月 期

総合企画部長

1 1 8, 1 1 5

経 常 収 益

年９月中間期

年９月中間期

△   5 5, 5 3 6
 4 4, 2 4 2

△   4 6, 6 1 8

  9, 4 1 5

5, 5 2 5, 9 1 0

（国内基準）(注2)
連結自己資本比率

純 資 産
１株当たり

投 資 活 動 に よ る
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株式会社  七十七銀行

     当行及び当行の関係会社は、当行、子会社７社で構成され、銀行業務を中心に、リース業務のほか、ク

   レジットカード業務などの金融サービスを提供しております。

     当行及び当行の関係会社の事業に係る位置づけは次のとおりであります。

   〔銀行業務〕

       当行においては、預金業務、貸出業務、商品有価証券売買業務、有価証券投資業務、内国為替業務、

     外国為替業務、社債受託及び登録業務などのほか、代理業務、債務の保証（支払承諾）、国債等公共債

     及び証券投資信託の窓口販売、証券仲介業務などの附帯業務を営んでおります。また、連結子会社の七

     十七ビジネスサービス株式会社、七十七スタッフサービス株式会社、七十七事務代行株式会社において

     は、銀行の従属業務としての現金等の精査整理、労働者派遣事業、担保不動産の調査等を営んでおりま   

     す。

   〔リース業務〕

       連結子会社の七十七リース株式会社においては、金融関連業務としてのリース業務を営んでおります。

   〔その他〕

       連結子会社の七十七信用保証株式会社、七十七コンピューターサービス株式会社、株式会社七十七カ

     ードにおいては、金融関連業務としての信用保証業務、電子計算機器等による計算業務の受託、クレジ

     ットカード業務等を営んでおります。

     以上述べた事項を事業系統図で示すと次のとおりであります。

・銀行の従属業務を専ら営む連結子会社３社

    七十七ビジネスサービス株式会社（現金等の精査整理）

    株式会社七十七カード（クレジットカード業務）

    七十七リース株式会社（リース業務）

    (注) 当社の主たるリース業務以外の業務については、「その他」に含めております。

・金融関連業務を専ら営む連結子会社３社

    七十七コンピューターサービス株式会社（電子計算機器等による計算業務の受託）

そ の 他

七

十

七

銀

行

１．企業集団の状況

    七十七信用保証株式会社（信用保証業務）

    七十七スタッフサービス株式会社（労働者派遣事業）

    七十七事務代行株式会社（担保不動産の調査、債権書類の保管業務）

リース業務 ・金融関連業務を専ら営む連結子会社１社

銀 行 業 務 ・本店ほか支店１３２、出張所８
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２．経営方針

株式会社  七十七銀行

(１) 経営の基本方針

  当行は、堅実経営を旨として、「地域と共に歩み、地域と共に発展する『ベストクォリティバンク』」

を目指し、地域及びお客さまのニーズに的確に応えるとともに、地域社会の発展に貢献することを基本方

針としております。

(２) 利益配分に関する基本方針

  当行は、銀行業としての公共的性格と経営の健全性維持等を考慮し、安定的な配当を継続していくこと

を基本方針としております。なお、内部留保資金につきましては、システム投資等に充当し、経営基盤の

一層の強化をはかってまいりたいと存じます。

  また、本年５月１日に施行された会社法により、配当に関する回数制限等の撤廃が行われましたが、当

行におきましては、現在のところ、配当制度について特段の変更を行う予定はございません。

(３）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

  当行は、投資家による当行株式の長期安定的な保有を促進するとともに、個人投資家等の投資家層の拡

大を図ることが、経営の重要な課題のひとつであると認識しております。

  今後、株式市場における投資単位の分布状況を見据えながら弾力的に対応を検討してまいりたいと存じ

ます。

(４) 目標とする経営指標

  当行は、平成17年４月から平成21年３月までの４か年を計画年度とする中期経営計画「チャレンジ

４００」をスタートさせ、そのなかで基本目標として次の５項目を掲げております。

  ① コア業務純益   380億円以上（20年度）

  ② コア貸出金平残     3兆円以上（20年度）

  ③ 預り資産残高 7,000億円以上（20年度末）

  ④ ＯＨＲ　         60％以下（20年度）

  ⑤ 自己資本比率（国内基準）      12％以上（20年度）

  注．コア貸出金：ローン・パーティシペーション等を除く貸出金

(５) 中長期的な経営戦略

  当行は、昨年４月よりスタートした中期経営計画「チャレンジ４００」に基づき、「業務粗利益の増強」

と「ローコストオペレーション体制の確立」による収益力強化に向けた取組みを推進するとともに、高い

健全性を維持し、「地域と共に歩み、地域と共に発展する『ベストクォリティバンク』」の具現化を目指

してまいりたいと存じます。そのためにも、当行の持つ経営資源を適時・適切に効率良く投入して、「営

業力の強化」「経営効率の改善」等に積極的に取組む一方、積極的な経営情報の開示に努め、より透明性

の高い経営を実践し、地域・顧客・株主・投資家の皆さまから強く支持される銀行の実現に努めてまいり

たいと存じます。
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(６) 対処すべき課題

  今後を展望しますと、お客さまのニーズが高度化・多様化するなか、金融分野における規制緩和の進展

などに伴い、当行営業地域における競合がますます激しさを増すものと見込まれます。また、地域金融機

関においては、地域密着型金融の担い手として、地域に根ざした業務運営を行い、より一層の金融の円滑

化と利用者の皆さまの利便性向上に努めることが求められております。

  このような経営環境のなか、当行は「業務粗利益の増強」「ローコストオペレーション体制の確立」を

経営課題とし、中期経営計画に基づく各施策を迅速・的確に実施していくことで、それら課題の克服に努

め、収益力の強化と健全性の維持を図るための取組みを継続・強化してまいる所存であります。

(７) 親会社等に関する事項

  当行は、親会社等を有しておりません。
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３．経営成績及び財政状態

　 株式会社  七十七銀行

(１) 経営成績

  ① 当中間期の概況

  平成18年度上半期におけるわが国の経済情勢をみますと、輸出や生産が増加するなか、設備投資や個人

消費等の民間内需が堅調に推移するなど、緩やかに拡大しました。一方、主要営業基盤である宮城県の景

況は、公共投資が減少傾向で推移したものの、生産が増加基調を維持し、個人消費についても底堅さがみ

られるなど、緩やかながらも持ち直しの動きを続けました。

  こうしたなか、金利情勢については、長期金利が１％台後半で推移する一方、短期金利は日銀のゼロ金

利政策の解除等を受けて緩やかに上昇しました。また、株価は、世界経済を巡る不確実性から５月中旬か

ら６月にかけて下落したものの、７月以降、世界経済の拡大が続いていることや、わが国企業の収益が好

調に推移していることなどから、戻り歩調を辿りました。この間、為替相場は、一時的に円高となったも

のの、内外金利差に着目した円売り圧力が根強いことなどから、円安基調で推移しました。

  以上のような経済環境のもと、当行及び連結子会社各社は、株主・取引先の皆さまのご支援のもとに、

役職員が一体となって営業の推進に努めてまいりました。その結果、当行及び連結子会社による当中間期

の業績は、次のとおりとなりました。

  損益状況につきましては、厳しい経営環境のなか、資金運用・調達の効率化及び経費節減に努め、経常

収益は前中間期比27億33百万円増加して 603億 8百万円、他方、経常費用は前中間期比23億73百万円増加

して 507億円となり、この結果、経常利益は前中間期比 3億59百万円増益の96億 7百万円となりました。

中間純利益は、前中間期比11億25百万円増益の57億33百万円となり、１株当たり中間純利益は15円 9銭と

なりました。

  また、国内基準による自己資本比率は、前中間期比0.60ポイント上昇して 12.17％となりました。

  当中間期の事業の種類別セグメントの業績は、銀行業務では、経常収益は有価証券利息配当金の増加に

よる資金運用収益の増加を主因に、前中間期比27億61百万円増加して 510億 7百万円となり、経常利益は

前中間期比 6億19百万円増加して91億32百万円となりました。また、リース業務では、経常収益は前中間

期比 3億27百万円減少して82億83百万円、経常利益は前中間期比 1億54百万円減少して 4億22百万円、一

方、クレジットカード業務などその他金融関連業務では、経常収益は前中間期比 3億63百万円増加して30

億31百万円となりましたが、経常利益は前中間期比 1億円減少して63百万円となりました。

  当行の中間配当金につきましては、１株当たり３円といたします。

  ② 通期の見通し

   19年３月期通期の見通しは、連結経常利益 170億円、連結当期純利益は95億円を予想しております。

  また、当行単体では経常利益 160億円、当期純利益95億円を予想しております。

  当行は、当期についても、前期同様１株当たり６円（うち中間配当金３円）の配当を実施する予定であ

ります。
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(２）財政状態

  ① 資産・負債の状況

  預金（譲渡性預金を含む）

    預金（譲渡性預金を含む）は、公共債や投資信託等の販売推進等により預り資産へ振替わったことな

  どもあり半期中 103億円減少し、中間期末残高は 4兆 9,372億円となりました。

  貸  出  金

    貸出金は、地元中堅・中小企業向け貸出及び個人向けの消費者ローンを中心に増強に努めました結果、

　半期中64億円増加し、中間期末残高は 3兆 731億円となりました。

  有 価 証 券

    有価証券は、半期中 119億円増加し、中間期末残高は 2兆 800億円となりました。

  総  資  産

    総資産の中間期末残高は、半期中 156億円増加し 5兆 5,675億円となりました。

  ② キャッシュ・フローの状況

  営業活動によるキャッシュ・フローは、預金（譲渡性預金を含む）が減少したこと等から、 340億25百

万円のマイナスとなりましたが、前中間期との比較では 215億11百万円増加しました。

  投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の取得等により 115億38百万円のマイナスとなりまし

た。前中間期との比較では、有価証券の売却による収入が減少したものの、有価証券の取得による支出が

減少したことから 350億80百万円増加しました。

  財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により11億85百万円のマイナスとなり、前中間

期並みとなりました。

  以上の結果、現金及び現金同等物は半期中 467億52百万円減少し、中間期末残高は前中間期比 138億 1

百万円減少の 1,017億69百万円となりました。

(３）事業等のリスク

  当行及び当行の関係会社の事業その他のリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性の

ある主な事項は以下のとおりであります。なお、当行は、これら事業等のリスクの所在を認識したうえで、

適正なリスクの管理及びリスク発生時の対応に努める所存であります。

○ 信用リスク（不良債権及び貸倒引当金）

○ 特定地域の経済動向に影響を受けるリスク

○ 金利・価格・為替変動リスク

○ 流動性リスク

○ システムリスク  

○ 事務リスク                            
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４．中間連結財務諸表等

株式会社  七十七銀行

（単位：百万円）

金       額 金       額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

 1 0 3 , 3 8 4  4 , 6 4 2 , 1 2 6 

 1 0 0 , 7 1 7  2 9 5 , 0 9 0 

  3 5 , 1 9 0   8 1 , 5 1 5 

  3 8 , 4 7 5   1 2 , 2 1 7 

  5 0 , 3 3 9   1 5 , 1 3 0 

 2 , 0 8 0 , 0 1 2  1 7 4 

 3 , 0 7 3 , 1 8 6   6 0 , 0 6 4 

 6 1 9   3 8 , 3 3 2 

  2 8 , 1 1 6    2 , 6 8 6 

  7 2 , 8 8 8   4 7 , 3 7 2 

   3 , 2 9 5  5 , 1 9 4 , 7 1 0 

   2 , 4 7 3 

  4 7 , 3 7 2   2 4 , 6 5 8 

△    6 8 , 4 9 3    7 , 8 4 3 

 2 5 5 , 3 1 7 

△     1 , 6 2 7 

 2 8 6 , 1 9 2 

  7 8 , 2 2 7 

  8 3 

  7 8 , 3 1 0 

   8 , 3 6 7 

 3 7 2 , 8 7 1 

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

負債及び純資産の部合計

その他有価証券評価差額金

科              目

譲 渡 性 預 金

少 数 株 主 持 分

株 主 資 本 合 計

自 己 株 式

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

コールローン及び買入手形

科              目

退 職 給 付 引 当 金

貸 出 金

有 価 証 券

コールマネー及び売渡手形

外 国 為 替

買 入 金 銭 債 権

借 用 金

債券貸借取引受入担保金

有 形 固 定 資 産

そ の 他 負 債

支 払 承 諾 見 返

無 形 固 定 資 産 負 債 の 部 合 計

資 本 金

中  間  連  結  貸  借  対  照  表

平成 18年 ９月 30日現在

支 払 承 諾

預 金現 金 預 け 金

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

繰 延 税 金 負 債

外 国 為 替

そ の 他 資 産

資 産 の 部 合 計

繰 延 税 金 資 産

 5 , 5 6 7 , 5 8 1 

純 資 産 の 部 合 計

 5 , 5 6 7 , 5 8 1 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評価・換算差額等合計

貸 倒 引 当 金

（ 純 資 産 の 部 ）
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株式会社  七十七銀行

（単位：百万円）

科           目 金            額

  6 0 , 3 0 8 

  資    金    運    用    収    益   4 2 , 1 4 0 

(  2 7 , 7 9 3 )

(  1 4 , 0 2 3 )

  役   務   取   引   等   収   益    8 , 7 0 0 

  そ   の   他   業   務   収   益    8 , 7 0 2 

  そ   の   他   経   常   収   益  7 6 4 

  5 0 , 7 0 0 

  資    金    調    達    費    用    3 , 1 8 3 

(    1 , 2 5 1 )

  役   務   取   引   等   費   用    2 , 3 0 6 

  そ   の   他   業   務   費   用    9 , 0 3 2 

  営        業        経        費   3 0 , 0 6 0 

  そ   の   他   経   常   費   用    6 , 1 1 8 

   9 , 6 0 7 

  9 1 

 1 3 3 

   9 , 5 6 6 

   3 , 5 1 6 

  6 7 

 2 4 8 

   5 , 7 3 3 

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

経 常 利 益

中 間 純 利 益

少 数 株 主 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法人税、住民税及び事業税

特 別 利 益

特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

経 常 費 用

（ う ち 預 金 利 息 ）

経 常 収 益

中  間  連  結  損  益  計  算  書

自  平成 18年 ４月 １日

至  平成 18年 ９月 30日

（ う ち 貸 出 金 利 息 ）

（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ）
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株式会社  七十七銀行

（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高   2 4 , 6 5 8    7 , 8 4 1  2 5 0 , 7 6 0 △   1 , 5 8 6  2 8 1 , 6 7 4 

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当（注)２ ― ― △   1 , 1 3 8 ― △   1 , 1 3 8 

役員賞与（注)２ ― ― △         3 8 ― △         3 8 

中間純利益 ― ―    5 , 7 3 3 ―    5 , 7 3 3 

自己株式の取得 ― ― ― △         4 3 △         4 3 

自己株式の処分 ―    2 ―    2    4 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純額）

― ― ― ― ― 

―    2    4 , 5 5 6 △         4 0    4 , 5 1 7 

平成18年９月30日残高   2 4 , 6 5 8    7 , 8 4 3  2 5 5 , 3 1 7 △   1 , 6 2 7  2 8 6 , 1 9 2 

評価・換算差額等

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高   7 7 , 7 8 3 ―   7 7 , 7 8 3    8 , 1 4 4  3 6 7 , 6 0 3 

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当（注)２ ― ― ― ― △   1 , 1 3 8 

役員賞与（注)２ ― ― ― ― △         3 8 

中間純利益 ― ― ― ―    5 , 7 3 3 

自己株式の取得 ― ― ― ― △         4 3 

自己株式の処分 ― ― ― ―    4 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純額）

 4 4 3   8 3  5 2 6  2 2 2  7 4 9 

 4 4 3   8 3  5 2 6  2 2 2    5 , 2 6 7 

平成18年９月30日残高   7 8 , 2 2 7   8 3   7 8 , 3 1 0    8 , 3 6 7  3 7 2 , 8 7 1 

(注) １.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　 　２.平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

中 間 連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
自  平成 18年 ４月 １日

至  平成 18年 ９月 30日

中間連結会計期間中の変動額
合計

少数株主持分 純資産合計

中間連結会計期間中の変動額
合計
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株式会社  七十七銀行

（単位：百万円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間純利益 9,566
減価償却費 7,109
減損損失 24
貸倒引当金の減少額 △ 1,076
退職給付引当金の増加額 833
資金運用収益 △ 42,140
資金調達費用 3,183
有価証券関係損益（△） 454
金銭の信託の運用損益（△） △ 262
為替差損益（△） △ 880
固定資産処分損益（△） 23
貸出金の純増（△）減 △ 6,432
預金の純増減（△） △ 79,120
譲渡性預金の純増減（△） 68,810
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △ 319
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △ 644
コールローン等の純増（△）減 △ 39,055
コールマネー等の純増減（△） 10,043
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 3,465
商品有価証券の純増（△）減 △ 18,447
外国為替（資産）の純増（△）減 595
外国為替（負債）の純増減（△） △ 6
資金運用による収入 40,181
資金調達による支出 △ 2,200
その他 16,120
役員賞与の支払額 △ 51
    小計 △ 30,228
法人税等の支払額 △ 3,796
営業活動によるキャッシュ・フロー △ 34,025

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 186,765
有価証券の売却による収入 65,463
有価証券の償還による収入 118,316
金銭の信託の増加による支出 △ 1,000
有形固定資産の取得による支出 △ 7,311
有形固定資産の売却による収入 436
無形固定資産の取得による支出 △ 677
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 11,538

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
自己株式の取得による支出 △ 43
自己株式の売却による収入 4
配当金の支払額 △ 1,138
少数株主への配当金の支払額 △ 8
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,185

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 4
Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △ 46,752
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 148,521
Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高 101,769

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

中間連結キャッシュ・フロー計算書 

自  平成 18年 ４月 １日

至  平成 18年 ９月 30日

金 額科 目
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株式会社  七十七銀行
                                                                                                     

１．連結の範囲に関する事項                                                                          

                                                                                                     

  (1) 連結子会社              ７社                                                                  

      連結子会社名                                                                                  

        七十七ビジネスサービス株式会社                                                              

        七十七スタッフサービス株式会社                                                              

        七十七事務代行株式会社                                                                      

        七十七リース株式会社                                                                        

        七十七信用保証株式会社                                                                      

        七十七コンピューターサービス株式会社                                                        

        株式会社七十七カード                                                                        

                                                                                                     

  (2) 非連結子会社                                                                                  

      該当ありません。                                                                              

                                                                                                     

２．持分法の適用に関する事項                                                                        

                                                                                                     

  (1) 持分法適用の非連結子会社                                                                      

      該当ありません。                                                                              

                                                                                                     

  (2) 持分法適用の関連会社                                                                          

      該当ありません。                                                                              

                                                                                                     

  (3) 持分法非適用の非連結子会社                                                                    

      該当ありません。                                                                              

                                                                                                     

  (4) 持分法非適用の関連会社                                                                        

      該当ありません。                                                                              

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項                                                            

    連結子会社の中間決算日は次のとおりであります。                                                  

    ９月末日            ７社                                                                        

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
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４．会計処理基準に関する事項                                                                        

                                                                                                     

  (1) 商品有価証券の評価基準及び評価方法                                                            

      商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。

                                                                                                     

  (2) 有価証券の評価基準及び評価方法                                                                

    (ｲ) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他

      有価証券のうち時価のあるものについては中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移

      動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っ

      ております。

        なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

    (ﾛ) 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、運用目的の金銭の信託については時

      価法、その他の金銭の信託については上記 (ｲ)のうちのその他有価証券と同じ方法により行っておりま  

      す。

  (3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法                                                        

      デリバティブ取引の評価は、原則として時価法により行っております。

                                                                                                     

  (4) 減価償却の方法                                                                            

    (ｲ) 有形固定資産                                                                           

        当行の有形固定資産の減価償却は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上

      しております。

        なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

        建      物    ５年～31年                                    

        動      産    ４年～20年

    　　連結子会社の有形固定資産については、主として定率法により償却しております。なお、リース資産

  　　については、リース期間を償却年数とし、リース期間満了時の処分見積価額を残存価額とする定額法に

  　　より償却しております。

    (ﾛ) 無形固定資産                                                                         

　　　　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについ

  　　ては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。また、リース

　　　資産については、リース期間を償却年数とする定額法により償却しております。

  (5) 貸倒引当金の計上基準                                                                          

      当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。          

      破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者に係る債権及びそれと同等の状況にあ

    る債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控

    除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性

    が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による  

    回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上し

    ております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に  

    基づき計上しております。                                                                        

- 12 -



      すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立

    した資産自己査定監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っており  

    ます。

      連結子会社の貸倒引当金については、自己査定結果に基づき、一般債権については過去の貸倒実績率等

    を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収

    不能見込額をそれぞれ引き当てております。                                                        

  (6) 退職給付引当金の計上基準                                                                      

      従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

    き、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。  

      なお、数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。

      数理計算上の差異  各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）によ

               る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

                           

  (7) 外貨建資産・負債の換算基準                                                                    

      外貨建資産・負債については、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。          

  (8) リース取引の処理方法                                                                          

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

    通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。                                              

  (9) 重要なヘッジ会計の方法                                                                        

    (ｲ) 金利リスク・ヘッジ

        当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、原則として繰延ヘッジに

      よっております。ヘッジ取引は、個別ヘッジのほか、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する

      会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき処理してお

      ります。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる

      預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ

      特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッ

      ジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。

        このほか、ヘッジ会計の要件を充たしており、かつ想定元本、利息の受払条件及び契約期間が対象資

      産とほぼ同一である金利スワップ等については、金利スワップの特例処理を行っております。

    (ﾛ) 為替変動リスク・ヘッジ

        当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業にお

      ける外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委

      員会報告第25号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨

      建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ

      対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認す

      ることによりヘッジの有効性を評価しております。

 (10) 消費税等の会計処理                                                                            

      消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によっております。た

    だし、当行の有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間連結会計期間の費用に計上しております。  
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 (11) 税効果会計に関する事項

      中間連結会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、決算期において予定している剰余金の処分に

    よる固定資産圧縮積立金の積立て及び取崩しを前提として、当中間連結会計期間に係る金額を計算してお

    ります。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲                                              

    中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の「現金預け金」のう

  ち現金及び日本銀行への預け金であります。                                                          
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株式会社  七十七銀行

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

　　「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号平成17年12月９日）及び「貸

  借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成17年12月

　９日）を当中間連結会計期間から適用しております。

　　当中間連結会計期間末における従来の「資本の部」に相当する金額は 364,419百万円であります。

　　なお、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産の部については、「中間連結財務諸表の

　用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以下、「中間連結財務諸表規則」とい

　う。）及び「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）の改正に伴い、改正後の中間連結財務諸表規則

　及び銀行法施行規則により作成しております。

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
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株式会社  七十七銀行

　  「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様式が「無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣

  府令」（内閣府令第60号平成18年４月28日）により改正され、平成18年４月１日以後開始される連結会計年

　度から適用されることになったこと等に伴い、当中間連結会計期間から下記のとおり表示を変更しておりま

　す。

(中間連結貸借対照表関係）

  （１）「その他資産」に含めて表示していた繰延ヘッジ損失及び「その他負債」に含めて表示していた繰延

      ヘッジ利益は、税効果額を控除のうえ評価・換算差額等の「繰延ヘッジ損益」として相殺表示しており

      ます。

　（２）負債の部の次に表示していた「少数株主持分」は、純資産の部に表示しております。

　（３）「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」又は「その他資産」に区分して表示してお

　　　ります。

　（４）「その他資産」に含めて表示していた連結子会社のリース資産（ソフトウェアを除く）は、「有形固

　　　定資産」に区分して表示しております。

　（５）「その他資産」に含めて表示していたソフトウェア（リース資産を含む）は、「無形固定資産」に含

　　　めて表示しております。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　（１）「動産不動産処分損益（△）」は、中間連結貸借対照表の「動産不動産」が「有形固定資産」、「無

　    形固定資産」等に区分されたことに伴い、「固定資産処分損益（△）」等として表示しております。

　　　　また、「動産不動産の取得による支出」は、「有形固定資産の取得による支出」等として、「動産不

　　　動産の売却による収入」は、「有形固定資産の売却による収入」等として表示しております。

　（２）リース資産の取得による支出及び売却による収入は、従来、「営業活動によるキャッシュ・フロー」

　　　の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間連結会計期間から、「投資活動によるキャッシュ

　　　・フロー」の「有形固定資産の取得による支出」等及び「有形固定資産の売却による収入」として、そ

　　　れぞれ表示しております。これにより、従来の方法に比べ「営業活動によるキャッシュ・フロー」は 

　　　 5,830百万円増加し、「投資活動によるキャッシュ・フロー」は同額減少しております。

　　　

表 示 方 法 の 変 更

- 16 -



株式会社  七十七銀行

(中間連結貸借対照表関係）

１．賃貸借契約により貸し付けている有価証券は、「有価証券」中の社債に 199百万円含まれております。

  

２．貸出金のうち、破綻先債権額は 8,810百万円、延滞債権額は 108,562百万円であります。

    なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元

  本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行

  った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97

  号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金

  であります。

    また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図

  ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

  

３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は 683百万円であります。

    なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

  出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は41,558百万円であります。

    なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息

  の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、

  延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 159,615百万円

  であります。

    なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

６. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認

  会計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき、金融取引として処理しております。これにより受け

  入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額

  面金額は30,982百万円であります。

７．担保に供している資産は次のとおりであります。

    担保に供している資産

      有価証券                   127,358 百万円

      その他資産                      20 百万円

    担保資産に対応する債務

      預金                         8,105 百万円

      債券貸借取引受入担保金      12,217 百万円

    上記のほか、為替決済取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券 132,644百万円を 

  差し入れております。

    なお、その他資産のうち保証金権利金は79百万円であります。

注  記  事  項

- 17 -



８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場

  合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する

  契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、 1,405,241百万円であります。このうち原契約

  期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが 1,387,061百万円あります。

    なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが

  必ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの

  契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社

  が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられており

  ます。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に

  予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全

  上の措置等を講じております。

９．有形固定資産の減価償却累計額      116,998 百万円

10．有形固定資産の圧縮記帳額            7,870 百万円

　（当中間連結会計期間圧縮記帳額　　　 　　― 百万円）

11．借用金には、未経過リース期間に係るリース契約債権 5,074百万円を担保に供している借入金 3,674百

  万円が含まれているほか、未経過リース期間に係るリース契約債権13,203百万円を担保に提供する債権譲

  渡予約を行っている借入金11,003百万円が含まれております。

(中間連結損益計算書関係）

  その他経常費用には、貸倒引当金繰入額 4,642百万円及び債権売却損 1,090百万円を含んでおります。

(中間連結株主資本等変動計算書関係）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）

発行済株式

　普通株式

自己株式

　普通株式 注

注．自己株式（普通株式）の増加は単元未満株式の買取によるものであり、減少は単元未満株式の買増請

　求に応じたものであります。

当中間連結会計 摘　要

年度末株式数 期間増加株式数 期間減少株式数 期間末株式数　

前連結会計 当中間連結会計 当中間連結会計

383,278 -      -      383,278

合  計 383,278 -      -      383,278

3,275 51 5 3,321

合  計 3,275 51 5 3,321
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２．配当に関する事項

当中間連結会計期間中の配当金支払額

決議

平成18年６月29日 普通株式 百万円 3 円平成18年３月31日 平成18年６月30日

定時株主総会

基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の

末日後となるもの

決議

平成18年11月24日 普通株式 百万円その他利 3 円平成18年９月30日 平成18年12月８日

取締役会 益剰余金

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

  平成18年９月30日現在          

    現金預け金勘定 　　　    　　103,384 百万円　　　　　

    預け金（日銀預け金を除く）　 △1,615 百万円

    現金及び現金同等物           101,769 百万円

株式の 配当金の総額 １株当た 効力発生日基準日

種類　 りの金額

1,140

1,139

基準日 効力発生日

種類　 原資　 りの金額

株式の 配当金の総額 配当の １株当た
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（単位：百万円）

 平  成   1  8  年  平  成   1  7  年 平 成 1 7 年 度 末

 中 間 期 末 （Ａ）  中 間 期 末 （Ｂ）  (Ｃ)

 1 0 3 , 3 8 4  1 1 6 , 7 0 0 △  1 3 , 3 1 6  1 4 9 , 4 9 2 △  4 6 , 1 0 8 

 1 0 0 , 7 1 7  1 4 6 , 7 3 7 △  4 6 , 0 2 0   1 2 , 5 8 0   8 8 , 1 3 7 

  3 5 , 1 9 0   6 3 , 3 7 9 △  2 8 , 1 8 9   8 4 , 2 7 2 △  4 9 , 0 8 2 

  3 8 , 4 7 5    3 , 3 8 9   3 5 , 0 8 6   2 0 , 0 2 8   1 8 , 4 4 7 

  5 0 , 3 3 9   4 5 , 9 3 4    4 , 4 0 5   4 9 , 4 5 6  8 8 3 

 2 , 0 8 0 , 0 1 2  1 , 9 9 0 , 3 4 3   8 9 , 6 6 9  2 , 0 6 8 , 0 1 7   1 1 , 9 9 5 

 3 , 0 7 3 , 1 8 6  3 , 0 7 2 , 4 9 0  6 9 6  3 , 0 6 6 , 7 5 3    6 , 4 3 3 

    6 1 9  6 4 3 △  2 4    1 , 2 1 5 △ 5 9 6 

  2 8 , 1 1 6   6 2 , 2 8 2 △  3 4 , 1 6 6   7 4 , 8 0 8 △  4 6 , 6 9 2 

  4 8 , 7 1 6   4 6 , 4 4 1 

  7 2 , 8 8 8 

   3 , 2 9 5 

   2 , 4 7 3    4 , 0 4 6 △   1 , 5 7 3    2 , 2 1 4  2 5 9 

  4 7 , 3 7 2   4 5 , 3 1 7    2 , 0 5 5   4 6 , 2 2 3    1 , 1 4 9 

△    6 8 , 4 9 3 △    7 4 , 0 7 2    5 , 5 7 9 △    6 9 , 5 6 9    1 , 0 7 6 

 5 , 5 6 7 , 5 8 1  5 , 5 2 5 , 9 1 0   4 1 , 6 7 1  5 , 5 5 1 , 9 3 5   1 5 , 6 4 6 

 4 , 6 4 2 , 1 2 6  4 , 6 9 2 , 9 4 1 △  5 0 , 8 1 5  4 , 7 2 1 , 2 4 6 △  7 9 , 1 2 0 

 2 9 5 , 0 9 0  2 9 4 , 8 3 0  2 6 0  2 2 6 , 2 8 0   6 8 , 8 1 0 

  8 1 , 5 1 5   2 8 , 9 6 8   5 2 , 5 4 7   7 1 , 4 7 2   1 0 , 0 4 3 

  1 2 , 2 1 7   1 8 , 9 7 9 △   6 , 7 6 2    8 , 7 5 2    3 , 4 6 5 

  1 5 , 1 3 0   1 5 , 3 1 3 △ 1 8 3   1 5 , 4 5 0 △ 3 2 0 

 1 7 4  1 4 0   3 4     1 8 0 △   6 

  6 0 , 0 6 4   3 5 , 4 8 7   2 4 , 5 7 7   5 5 , 3 4 4    4 , 7 2 0 

  3 8 , 3 3 2   3 6 , 7 2 1    1 , 6 1 1   3 7 , 4 9 9  8 3 3 

   2 , 6 8 6    2 , 6 8 6    1 , 8 8 1  8 0 5 

  4 7 , 3 7 2   4 5 , 3 1 7    2 , 0 5 5   4 6 , 2 2 3    1 , 1 4 9 

 5 , 1 9 4 , 7 1 0  5 , 1 6 8 , 7 0 0   2 6 , 0 1 0  5 , 1 8 4 , 3 3 1   1 0 , 3 7 9 

   7 , 5 4 3    8 , 1 4 4 

  2 4 , 6 5 8   2 4 , 6 5 8 

   7 , 8 4 0    7 , 8 4 1 

 2 4 7 , 0 9 2  2 5 0 , 7 6 0 

  7 1 , 6 1 2   7 7 , 7 8 3 

△      1 , 5 3 7 △      1 , 5 8 6 

 3 4 9 , 6 6 5  3 5 9 , 4 5 8 

  2 4 , 6 5 8 

   7 , 8 4 3 

 2 5 5 , 3 1 7 

△      1 , 6 2 7 

 2 8 6 , 1 9 2 

  7 8 , 2 2 7 

  8 3 

  7 8 , 3 1 0 

   8 , 3 6 7 

 3 7 2 , 8 7 1 

 5 , 5 6 7 , 5 8 1 

資 本 の 部 合 計

外 国 為 替

支 払 承 諾 見 返

有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

動 産 不 動 産

及 び 資 本 の 部 合 計
 5 , 5 2 5 , 9 1 0  5 , 5 5 1 , 9 3 5 

比 較 中 間 連 結 貸 借 対 照 表

科          目

負 債 の 部 合 計

比 較

（Ａ）－（Ｃ）

貸 出 金

そ の 他 資 産

株式会社  七十七銀行

現 金 預 け 金

（ 資 産 の 部 ）

比 較

（Ａ）－（Ｂ）

金 銭 の 信 託

コールローン及び買入手形

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

（ 負 債 の 部 ）

貸 倒 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

資 産 の 部 合 計

預 金

コールマネー及び売渡手形

債券貸借取引受入担保金

譲 渡 性 預 金

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

借 用 金

そ の 他 負 債

外 国 為 替

（少数株主持分）

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

少 数 株 主 持 分

利 益 剰 余 金

負債及び純資産の部合計

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

繰 延 税 金 負 債

評価・換算差額等合計

少 数 株 主 持 分

純 資 産 の 部 合 計

（純 資 産 の 部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

支 払 承 諾

負債、少数株主持分
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株式会社  七十七銀行

（単位：百万円）

  6 0 , 3 0 8   5 7 , 5 7 5    2 , 7 3 3  1 1 8 , 1 1 5 

  4 2 , 1 4 0   3 8 , 5 5 1    3 , 5 8 9   8 0 , 4 7 5 

(   2 7 , 7 9 3 ) (   2 7 , 2 6 6 ) (  5 2 7 ) (   5 4 , 6 2 3 )

(   1 4 , 0 2 3 ) (   1 0 , 8 4 5 ) (    3 , 1 7 8 ) (   2 4 , 6 8 3 )

   8 , 7 0 0    8 , 1 7 2  5 2 8   1 6 , 7 9 8 

   8 , 7 0 2    9 , 2 6 2 △ 5 6 0   1 7 , 8 2 2 

 7 6 4    1 , 5 8 8 △ 8 2 4    3 , 0 1 9 

  5 0 , 7 0 0   4 8 , 3 2 7    2 , 3 7 3  1 0 0 , 0 5 0 

   3 , 1 8 3    1 , 8 2 6    1 , 3 5 7    4 , 4 4 2 

(    1 , 2 5 1 ) (  6 3 7 ) (  6 1 4 ) (    1 , 2 1 9 )

   2 , 3 0 6    2 , 0 0 0  3 0 6    4 , 5 3 7 

   9 , 0 3 2    8 , 0 1 9    1 , 0 1 3   1 7 , 4 4 3 

  3 0 , 0 6 0   3 0 , 2 8 6 △ 2 2 6   6 1 , 1 6 9 

   6 , 1 1 8    6 , 1 9 5 △  7 7   1 2 , 4 5 7 

   9 , 6 0 7    9 , 2 4 8  3 5 9   1 8 , 0 6 5 

  9 1   2 6   6 5  6 3 7 

 1 3 3  7 6 8 △ 6 3 5    1 , 0 9 2 

   9 , 5 6 6    8 , 5 0 5    1 , 0 6 1   1 7 , 6 1 0 

   3 , 5 1 6    1 , 4 2 4    2 , 0 9 2    5 , 2 6 2 

  6 7    2 , 0 7 6 △   2 , 0 0 9    1 , 9 4 0 

 2 4 8  3 9 6 △ 1 4 8  9 9 0 

   5 , 7 3 3    4 , 6 0 8    1 , 1 2 5    9 , 4 1 5 

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

比 較 中 間 連 結 損 益 計 算 書 （主要内訳）

 平  成  1 8  年

 中 間 期  （Ａ）

比 較

（Ａ）－（Ｂ）

 平  成  1 7  年

 中 間 期  （Ｂ）
科           目

（ 要 約 ）

特 別 損 失

特 別 利 益

経 常 利 益

そ の 他 経 常 費 用

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 経 常 収 益

資 金 調 達 費 用

そ の 他 業 務 収 益

経 常 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

税金等調整前中間(当期)純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

 平 成 1 7 年 度 

( う ち 預 金 利 息 )

役 務 取 引 等 費 用

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

( う ち 貸 出 金 利 息 )

(うち有価証券利息配当金)

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益
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株式会社  七十七銀行

（単位：百万円）

   7 , 8 3 8    7 , 8 3 8 

   1    3 

   1    3 

― ― 

   7 , 8 4 0    7 , 8 4 1 

 2 4 3 , 6 6 1  2 4 3 , 6 6 1 

   4 , 6 0 8    9 , 4 1 5 

   4 , 6 0 8    9 , 4 1 5 

   1 , 1 7 7    2 , 3 1 6 

   1 , 1 3 9    2 , 2 7 7 

  3 8   3 8 

 2 4 7 , 0 9 2  2 5 0 , 7 6 0 

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

( 資 本 剰 余 金 の 部 )

利益剰余金中間期末（期末）残高

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

利 益 剰 余 金 減 少 高

配 当 金

役 員 賞 与

資本剰余金中間期末（期末）残高

( 利 益 剰 余 金 の 部 )

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

比 較 中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書

科            目 平 成 17 年 中 間 期 平 成 17 年 度

自 己 株 式 処 分 差 益

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 減 少 高
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（単位：百万円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間(当期)純利益 9,566 8,505 1,061 17,610
減価償却費 7,109 7,609 △ 500 15,124
減損損失 24 713 △ 689 841
貸倒引当金の減少額 △ 1,076 △ 7,404 6,328 △ 11,906
退職給付引当金の増加額 833 905 △ 72 1,682
資金運用収益 △ 42,140 △ 38,551 △ 3,589 △ 80,475
資金調達費用 3,183 1,826 1,357 4,442
有価証券関係損益（△） 454 △ 639 1,093 142
金銭の信託の運用損益（△） △ 262 △ 977 715 △ 1,897
為替差損益（△） △ 880 △ 5,387 4,507 △ 10,428
動産不動産処分損益（△） 41 △ 370
固定資産処分損益（△） 23
貸出金の純増（△）減 △ 6,432 130,389 △ 136,821 136,125
預金の純増減（△） △ 79,120 △ 109,102 29,982 △ 80,797
譲渡性預金の純増減（△） 68,810 53,220 15,590 △ 15,330
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △ 319 △ 607 288 △ 470
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △ 644 148 △ 792 308
コールローン等の純増（△）減 △ 39,055 △ 72,475 33,420 40,789
コールマネー等の純増減（△） 10,043 △ 41,437 51,480 1,066
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 3,465 703 2,762 △ 9,523
商品有価証券の純増（△）減 △ 18,447 4,390 △ 22,837 △ 12,248
外国為替（資産）の純増（△）減 595 △ 119 714 △ 691
外国為替（負債）の純増減（△） △ 6 26 △ 32 66
資金運用による収入 40,181 38,360 1,821 79,819
資金調達による支出 △ 2,200 △ 1,940 △ 260 △ 4,473
その他 16,120 △ 13,901 30,021 △ 13,884
役員賞与の支払額 △ 51 △ 51 0 △ 51
    小計 △ 30,228 △ 45,756 15,528 55,468
法人税等の支払額 △ 3,796 △ 9,779 5,983 △ 11,225
営業活動によるキャッシュ・フロー △ 34,025 △ 55,536 21,511 44,242

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 186,765 △ 343,139 156,374 △ 660,844
有価証券の売却による収入 65,463 181,839 △ 116,376 307,466
有価証券の償還による収入 118,316 117,866 450 242,078
金銭の信託の増加による支出 △ 1,000 △ 2,000 1,000 △ 2,000
金銭の信託の減少による収入 1,910
動産不動産の取得による支出 △ 1,201 △ 2,702
動産不動産の売却による収入 16 1,847
有形固定資産の取得による支出 △ 7,311
有形固定資産の売却による収入 436
無形固定資産の取得による支出 △ 677
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 11,538 △ 46,618 35,080 △ 112,243

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
自己株式の取得による支出 △ 43 △ 30 △ 13 △ 81
自己株式の売却による収入 4 5 △ 1 9
配当金の支払額 △ 1,138 △ 1,138 0 △ 2,276
少数株主への配当金の支払額 △ 8 △ 8 0 △ 8
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,185 △ 1,171 △ 14 △ 2,356

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 4 △ 19 15 △ 35
Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △ 46,752 △ 103,344 56,592 △ 70,393
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 148,521 218,915 △ 70,394 218,915
Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 101,769 115,570 △ 13,801 148,521

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

(Ａ)－(Ｂ)
比    較

比較中間連結キャッシュ・フロー計算書 

株式会社  七十七銀行

平成18年中間期
 (Ａ)

平成17年中間期
 (Ｂ)

平 成 17 年 度科 目
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株式会社  七十七銀行

１．事業の種類別セグメント情報

  当中間連結会計期間（自  平成18年４月１日  至  平成18年９月30日）

（単位：百万円）

消 去 又

は 全 社

50,763 7,652 1,891 60,308 ― 60,308

243 630 1,139 2,014 ( 2,014 ) ―

51,007 8,283 3,031 62,322 ( 2,014 ) 60,308

41,874 7,861 2,968 52,704 ( 2,004 ) 50,700

9,132 422 63 9,618 ( 10 ) 9,607

  前中間連結会計期間（自  平成17年４月１日  至  平成17年９月30日）

（単位：百万円）

消 去 又

は 全 社

47,995 7,742 1,838 57,575 ― 57,575

250 868 830 1,949 ( 1,949 ) ―

48,246 8,610 2,668 59,525 ( 1,949 ) 57,575

39,733 8,034 2,505 50,272 ( 1,944 ) 48,327

8,513 576 163 9,252 ( 4 ) 9,248

  前連結会計年度（自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日）

（単位：百万円）

消 去 又

は 全 社

Ⅰ

99,010 15,383 3,722 118,115 ― 118,115

491 1,784 1,642 3,917 ( 3,917 ) ―

99,501 17,167 5,364 122,033 ( 3,917 ) 118,115

83,346 15,944 4,665 103,956 ( 3,905 ) 100,050

16,154 1,223 699 18,077 ( 12 ) 18,065

Ⅱ

5,519,425 39,450 21,871 5,580,746 ( 28,811 ) 5,551,935

3,305 11,791 26 15,124 ― 15,124

841 ― ― 841 0 841

2,257 11,722 6 13,987 ( 93 ) 13,893

(注) １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

     ２．業務区分は、連結会社の事業の内容により区分しております。なお、「その他」はクレジットカー

       ド業務等であります。

     ３．上記の中間連結会計期間（連結会計年度）におきましては、一般企業の売上高及び営業利益に代え

       て、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

連 結銀行業務

連 結

そ の 他 計

計そ の 他リース業務

計

(2)セグメント間の内部経常収益

リース業務

経 常 収 益

経 常 利 益

(2)セグメント間の内部経常収益

銀行業務

(1)外部顧客に対する経常収益

セ グ メ ン ト 情 報

経 常 収 益

経 常 費 用

リース業務 計

(1)外部顧客に対する経常収益

連 結銀行業務 そ の 他

計

資 本 的 支 出

資産、減価償却費、減損損失及び資本的支出

経 常 利 益

資 産

減 価 償 却 費

経 常 費 用

(1)外部顧客に対する経常収益

減 損 損 失

経 常 収 益 及 び 経 常 利 益

経 常 費 用

経 常 利 益

計

(2)セグメント間の内部経常収益

経 常 収 益
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２．所在地別セグメント情報

  当中間連結会計期間（自  平成18年４月１日  至  平成18年９月30日）

      在外子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。

  前中間連結会計期間（自  平成17年４月１日  至  平成17年９月30日）

      在外子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。

                    （自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日）

      在外子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。

３．国際業務経常収益

  当中間連結会計期間（自  平成18年４月１日  至  平成18年９月30日）

      国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。

  前中間連結会計期間（自  平成17年４月１日  至  平成17年９月30日）

      国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。

  

                    （自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日）

      国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。

    

株式会社  七十七銀行

    ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、リース取引の記載を省略しております。

リ  ー  ス  取  引

前 連 結 会 計 年 度

前 連 結 会 計 年 度
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株式会社  七十七銀行

（有価証券）

    ※１．（中間）連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」、並びに「買入金銭債権」中の

        その他買入金銭債権を含めて記載しております。

    ※２．「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」については、（中間）財務諸表における注記事

        項として記載しております。

  Ⅰ  当中間連結会計期間末

  １．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成18年９月30日現在）

(単位：百万円）

7,805

(注)１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

    ２．時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。

  ２．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年９月30日現在）

(単位：百万円）

63,192 124,148

1,622,698 △ 10,982

国 債 1,099,180 △ 9,408

地 方 債 121,500 △ 572

短 期 社 債 2,997 0

社 債 399,020 △ 1,001

そ  の  他 251,658 4,726

1,937,549 117,892

(注)１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

    ２．中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により

      計上したものであります。

  売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるものについて、時価が50％以上下落した銘柄につい

てはすべて、また、これ以外で、時価が30％以上下落した銘柄については、過去の一定期間の下落率を勘

案し、価格回復の可能性の認められないものについて、それぞれ減損処理を行うこととしております。

  なお、当中間連結会計期間においては、該当ありません。

取 得 原 価

187,340

中間連結貸借

1,611,716

対照表計上額

2,055,442

2,997

398,018

256,384

対照表計上額
時 価 差 額

△ 177,788

中間連結貸借

評 価 差 額

1,089,771

有   価   証   券

合      計

国      債

株      式

債      券

120,928
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(単位：百万円）

満期保有目的の債券

  貸付債権信託受益権

  非上場株式

  公募債以外の内国非上場債券

  投資事業組合出資金

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  Ⅱ  前中間連結会計期間末

  １．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成17年９月30日現在）

(単位：百万円）

5,607 10

(注)１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

    ２．時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。

    ３．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

  ２．その他有価証券で時価のあるもの（平成17年９月30日現在）

(単位：百万円）

64,009 97,436 97,778

1,572,063 9,408 14,153

    国 債 996,641 6,231 9,494

地 方 債 158,134 1,269 1,938

社 債 417,287 1,907 2,720

そ  の  他 223,411 6,084

1,859,484 111,137 118,016

(注)１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

    ２．中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により

      計上したものであります。

    ３．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

  売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるものについて、時価が50％以上下落した銘柄につい

てはすべて、また、これ以外で、時価が30％以上下落した銘柄については、過去の一定期間の下落率を勘

案し、価格回復の可能性の認められないものについて、それぞれ減損処理を行うこととしております。

  なお、当中間連結会計期間においては、該当ありません。

合      計 1,970,621 6,879

669

419,195 812

227,703 4,292 1,792

159,403

債      券 1,581,472 4,744

1,002,872 3,262

株      式 161,445 342

取 得 原 価
中間連結貸借

評 価 差 額 う ち 益 う ち 損
対照表計上額

国      債

中間連結貸借対照表計上額

時 価 う ち 益

3,703  

2,693  

13,951  

その他有価証券

  ３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成18年９月30日現在）

120  

35,611

中間連結貸借

対照表計上額

7

う ち 損差 額
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(単位：百万円）

満期保有目的の債券

  貸付債権信託受益権

  非上場株式

  公募債以外の内国非上場債券

  投資事業組合出資金

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  Ⅲ  前連結会計年度末

  １．売買目的有価証券（平成18年３月31日現在）

(単位：百万円）

△ 13

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  ２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成18年３月31日現在）

(単位：百万円）

6,905 △ 48 1

(注)１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

    ２．時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

    ３．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

  ３．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日現在）

(単位：百万円）

63,192 136,075 136,075

1,631,628 △ 25,397 5,320

    国      債 1,106,940 △ 20,911 4,098

    地  方  債 153,423 △ 2,076 283

    社      債 371,263 △ 2,409 938

そ  の  他 234,334 5,975 9,385

1,929,154 116,653 150,781

(注)１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

    ２．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上した

      ものであります。

    ３．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

  売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるものについて、時価が50％以上下落した銘柄につい

てはすべて、また、これ以外で、時価が30％以上下落した銘柄については、過去の一定期間の下落率を勘

案し、価格回復の可能性の認められないものについて、それぞれ減損処理を行うこととしております。

  なお、当連結会計年度においては、該当ありません。

う ち 損

50

  ３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成17年９月30日現在）

中間連結貸借対照表計上額

売買目的有価証券

連 結 貸 借

対照表計上額
時 価 う ち 益 う ち 損

う ち 益
対照表計上額

評 価 差 額
連 結 貸 借

取 得 原 価

2,045,808 34,128

240,309 3,409

国      債

株      式

債      券

合      計

368,853

当連結会計年度の損益

に 含 ま れ た 評 価 差 額

3,347

1,606,230

1,086,029

151,347 2,360

25,009

30,718

2,951  

1,724  

その他有価証券

20,028

199,267

差 額

6,856

11,049  

114  

連 結 貸 借 対照 表計上額
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  ４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日）

(単位：百万円）

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  ５．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成18年３月31日現在）

(単位：百万円）

満期保有目的の債券

  貸付債権信託受益権

  非上場株式

  公募債以外の内国非上場債券

  投資事業組合出資金

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  ６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成18年３月31日現在）

(単位：百万円）

276,702 392,681

    国      債 145,022 291,018

    地  方  債 40,717 68,257

    社      債 90,962 33,405

そ  の  他 23,722

300,424 504,201

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

12,474  

694,097 262,129

3,948  

2,811  

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

111,520

42,372

債      券

その他有価証券

合      計

256,959

771,109

77,012 4,026

266,156

―

―

262,129394,765

売 却 額 売 却 損 の 合 計 額売 却 益 の 合 計 額

17  

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

そ の 他 有 価 証 券 307,466            935                873                
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（金銭の信託）

  Ⅰ  当中間連結会計期間末

    その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成18年９月30日現在）

(単位：百万円）

18,931

(注) １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

     ２．中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により

    計上したものであります。

   その他の金銭の信託の信託財産を構成している有価証券のうち時価のあるものについて、時価が50％以

 上下落した銘柄についてはすべて、また、これ以外で、時価が30％以上下落した銘柄については、過去の

 一定期間の下落率を勘案し、価格回復の可能性の認められないものについて、それぞれ減損処理を行うこ

 ととしております。

   なお、当中間連結会計期間においては、該当ありません。

  Ⅱ  前中間連結会計期間末

    その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成17年９月30日現在）

(単位：百万円）

17,866 6,868

(注) １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

     ２．中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により

    計上したものであります。

     ３．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

   その他の金銭の信託の信託財産を構成している有価証券のうち時価のあるものについて、時価が50％以

 上下落した銘柄についてはすべて、また、これ以外で、時価が30％以上下落した銘柄については、過去の

 一定期間の下落率を勘案し、価格回復の可能性の認められないものについて、それぞれ減損処理を行うこ

 ととしております。

   なお、当中間連結会計期間においては、該当ありません。

  Ⅲ  前連結会計年度末

  １．運用目的の金銭の信託（平成18年３月31日現在）

(単位：百万円）

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

に 含 ま れ た 評 価 差 額

当連結会計年度の損益

6,868 ―

1,462

評 価 差 額

う ち 損

11,001その他の金銭の信託

連結貸借対照表計上額

取 得 原 価
中間連結貸借

対照表計上額

その他の金銭の信託 24,734

取 得 原 価

29,933

対照表計上額

中間連結貸借
評 価 差 額 う ち 益

運用目的の金銭の信託 20,440
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  ２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成18年３月31日現在）

(単位：百万円）

17,635 11,380

(注) １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

     ２．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上した

    ものであります。

     ３．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

   その他の金銭の信託の信託財産を構成している有価証券のうち時価のあるものについて、時価が50％以

 上下落した銘柄についてはすべて、また、これ以外で、時価が30％以上下落した銘柄については、過去の

 一定期間の下落率を勘案し、価格回復の可能性の認められないものについて、それぞれ減損処理を行うこ

 ととしております。

   なお、当連結会計年度においては、該当ありません。

評 価 差 額 う ち 益 う ち 損
対照表計上額

―

取 得 原 価
連 結 貸 借

その他の金銭の信託 29,015 11,380

- 31 -



（その他有価証券評価差額金）

Ⅰ  当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在）

  中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

128,893

117,892

11,001

(△) 50,615

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 78,278

(△) 51

78,227

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

Ⅱ  前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在）

  中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

118,005

111,137

6,868

(△) 46,344

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 71,660

(△) 48

71,612

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

Ⅲ  前連結会計年度末（平成18年３月31日現在）

  連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

128,033

116,653

11,380

(△) 50,193

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 77,839

(△) 55

77,783

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

(単位：百万円）

そ の 他 有 価 証 券

金 額

そ の 他 の 金 銭 の 信 託

評 価 差 額

その他有価証券評価差額金

繰 延 税 金 負 債

少 数 株 主 持 分 相 当 額

(単位：百万円）

(単位：百万円）

金 額

評 価 差 額

そ の 他 有 価 証 券

そ の 他 の 金 銭 の 信 託

その他有価証券評価差額金

繰 延 税 金 負 債

少 数 株 主 持 分 相 当 額

その他有価証券評価差額金

そ の 他 の 金 銭 の 信 託

金 額

評 価 差 額

そ の 他 有 価 証 券

繰 延 税 金 負 債

少 数 株 主 持 分 相 当 額
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株式会社  七十七銀行

    ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、デリバティブ取引の記載を省略しております。

デ リ バ テ ィ ブ 取 引
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